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人手不足倒産の動向調査（２０２６年度上半期） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります 。著作 権法 の範 囲内 でご 利用い ただ き、

私 的 利 用 を 超 え た 複 製 お よ び 転 載 を 固 く 禁 じ ま

す。  
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２０２６年度上半期の人手不足倒産は２２５件となり、前年同期を１１件上回り、４年連続で過去

最多を更新した。業種別では、職人不足が続く建設業が最多となったほか、AI など技術革新へ

の対応人材を確保できない受託開発ソフトウェア業も大幅に増加した。今後は、高度なスキルを

持つ人材の採用・育成に加え、最低賃金の上昇などに伴う人件費高騰への対応が事業承継の焦

点となる。 

 

 

株式会社帝国データバンクは、従業員の離職や採用難などによる人手不足を要因とする「人手不足倒産」の発生状況について調査・

分析を行った 

集計期間：2026 年 4 月 1 日～2026 年 9 月 30 日 

集計対象：負債 1000 万円以上・法的整理による倒産 

  

SUMMARY 

2026/10/07  

建設業・サービス業で増加傾向 

人手不足倒産は２２５件 

年度上半期として４年連続で 
過去最多を更新 
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[出所] 帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査」
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２６年度上半期の人手不足倒産は２２５件、４年連続で最多更新 

従業員の退職や採用難、人件費高騰などを原因とする人手不足倒産(法的整理、負債１０００万円以上)

は、２０２６年度上半期（４-９月）に２２５件発生した。前年同期（２１４件）から１１件増加しており、集計を開始

した２０１３年以降、４年連続で過去最多を更新した。 

 

業種別では、職人不足が慢性化している建設業が７０件（前年同期比+１７件）で最も多かった。「人手不

足に対する企業の動向調査（２０２６年７月）」（帝国データバンク）によると、建設業は金融業に続いて人手

不足を感じている割合が高い。静岡県の屋根工事業者では、従前から厳しい収益環境が続いていたなか、

複数の現場を取りまとめていた社員の独立や、施工にあたって必要な資格を持つ社員の退職が重なったこ

とで営業活動が困難な状況に陥り、自己破産を申し立てた。また、人件費の高騰によって資金繰りがひっ迫

し、最終的に事業継続を断念するケースが複数みられた。 

次いでサービス業が６３件（同＋６件）で続き、なかでも高度なスキルを持つ人材の獲得競争が激しい受

託開発ソフトウェア業は８件（+６件）となり、増加が目立った。販売管理システムの開発を手がけていた愛

知県の企業では、資金面の問題から人材の採用・育成に着手できない状態が続いていたなか、近年の AI

やノーコードツールの台頭に対して自社開発の対応も追い付かず、事業継続を断念する一つの要因となっ

た。 

 

今後も引き続き、人件費高騰への対応が焦点となる。２０２６年度の最低賃金は前年度から５６円上昇し、

全国加重平均で１１７７円に決定された。政府は、最低賃金を「遅くとも２０３０年代前半のできる限り早期」に

１５００円へ引き上げることを掲げており、より優れた人材の獲得競争に向けて、賃上げの流れは今後も続く

ことが予想される。資材・エネルギー価格など各種コストは高止まりするなか、価格転嫁や生産性向上によ

って人件費の増加を吸収して安定した収益を確保できるかが、事業継続に向けた分岐点となるだろう。 

 

 

人手不足倒産の動向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人手不足倒産 件数推移（年度上半期） ＜参考＞ 正社員・非正社員の人手不足割合(各年９月)  


